
証券コード 9799
平成29年６月６日

株 主 各 位
東京都千代田区丸の内一丁目７番12号

サピアタワー11階

代表取締役社長 田 中 博
　

第55回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第55回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席下さ

いますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月21日（水曜日）午後６時まで

に到着するよう、折返しご送付下さいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時 平成29年６月22日（木曜日）午前10時 （受付開始午前９時）

２．場 所 東京都千代田区丸の内一丁目７番12号

サピアタワー ステーションコンファレンス東京 ６階 602

（末尾の会場ご案内図をご参照下さい。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第55期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告お

よび計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役７名選任の件

第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

（お願い）

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さ

い。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参下さいますようお願い申し上げ

ます。

　

（お知らせ）

◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「計算書類の個別注記表」につきまし

ては、法令および定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイ

ト（アドレスhttp://www.aiskk.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の

添付書類には記載しておりません。

従いまして、本招集ご通知の添付書類は、監査報告を作成するに際し、監査役およ

び会計監査人が監査をした対象の一部であります。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告および計算書類に修正が生じた場合は、書面に

よ る 通 知、 ま た は イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ア ド レ ス

http://www.aiskk.co.jp/）に掲載させていただきます。

◎本定時株主総会終了後、ステーションコンファレンス東京 ６階 605ABCにおいて株

主懇談会を開催いたしますので、引き続きご参加下さいますようお願い申し上げま

す。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
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（提供書面）

事 業 報 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

１．会社の現況
　(1) 当事業年度の事業の状況

　 ① 事業の経過および成果

　 （経済環境）

　当事業年度におけるわが国経済は、雇用・所得の改善が堅調に継続し、停

滞感がみられた企業収益も回復傾向を示すなど、緩やかな景気回復基調で推

移しました。しかしながら、中国をはじめ新興国経済の景気減速や英国のＥ

Ｕ離脱問題、為替市場の不安定な動きに加え、米国新政権の政策等の影響が

先行きのリスク要因として続いております。

　 （業界環境）

　情報サービス産業におきましては、ＩｏＴ、ＡＩ（人工知能）を活用した

ＩＴサービスが期待されるほか、クラウドサービスやセキュリティ対策等の

需要を軸にＩＴ投資全般は引き続き堅調に推移しました。一方で既存システ

ムにおけるＩＴサービスに対する企業のコスト削減姿勢は変わらず、依然と

して価格面は抑制傾向にあります。

　 （当社の取組みと業績）

　このような情勢の下、当社では、引き続きアウトソーシング案件や上流工

程案件の取引拡大に注力するとともに、受注案件ごとの採算性向上等に努め

た結果、売上高、利益面ともに伸長しました。

　この結果、当事業年度の経営成績は、売上高10,225百万円（前期比4.4％

増）、経常利益840百万円（前期比16.5％増）、当期純利益603百万円（前期比

23.4％増）となりました。

　 部門別の営業状況は、次のとおりであります。

　 （ネットワークサービス部門）

　アウトソーシング案件の取引拡大を図るとともに、採算性の向上に努めた

結果、売上高は8,224百万円（前期比4.2％増）となりました。
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　 （システム開発部門）

　組込み系ソフト開発における検証業務が減少したものの、業務系アプリケ

ーション等の案件獲得に努め技術者投入を推進した結果、売上高は1,605百万

円（前期比8.0％増）となりました。

　 （システム運用部門）

　汎用系の運用やオペレーション業務は、市場の縮小とともに価格下落が継

続していることから、汎用系技術からネットワーク系技術への移行に継続し

て取り組んだ結果、売上高は395百万円（前期比2.9％減）となりました。

　 ② 設備投資の状況

　 特記すべき事項はありません。

　 ③ 資金調達の状況

　 特記すべき事項はありません。

　 ④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　 該当事項はありません。

　 ⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

　 該当事項はありません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況

　 該当事項はありません。

　 ⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　 該当事項はありません。
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　(2) 財産および損益の状況の推移

区 分
第 52 期
平成25年度

第 53 期
平成26年度

第 54 期
平成27年度

第 55 期
平成28年度
(当期)

百万円 百万円 百万円 百万円

売 上 高 9,281 9,507 9,790 10,225

百万円 百万円 百万円 百万円

経 常 利 益 556 627 721 840

百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 純 利 益 358 389 489 603

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

１株当たり当期純利益 46 05 50 07 62 85 77 58

百万円 百万円 百万円 百万円

総 資 産 8,134 8,460 8,523 9,006

百万円 百万円 百万円 百万円

純 資 産 6,228 6,483 6,690 7,085

　(3) 重要な親会社および子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　 該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

　 該当事項はありません。

　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。

　(4) 対処すべき課題

　引き続きアウトソーシング案件や上流工程案件の取引拡大に注力すると

ともに、当社の強み・得意分野の強化を図ります。また、クラウド化をは

じめ、ＩｏＴ、ＡＩ（人工知能）を活用したＩＴサービス需要への対応に

取り組んでまいります。

　事業の競争力を高め、事業拡大と高収益化を実現させるには、優秀な人

材の確保と技術力の向上が重要な課題となります。効果的な採用活動を行

うとともに、ジョブローテーションによるキャリアアップを活性化するな

ど、高度技術者の育成やマネジメント能力、折衝力を備えたコアリーダー

の育成を行い、当社の中枢を担っていく人材の強化を図ります。
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　(5) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

　当社は、ネットワークシステムの構築、運用管理をはじめヘルプデスクや障

害対応などのサポート業務、およびソフトウェアの設計・開発業務を主力とす

るほか、汎用系システムの保守・運用管理などの情報処理サービスを行ってお

ります。

　(6) 主要な事業所（平成29年３月31日現在）

　 本 社（東京都千代田区）

　 東 京 支 社（東京都千代田区）

　 横 浜 支 社（神奈川県横浜市）

　 中 部 支 社（愛知県名古屋市）

　 大 阪 支 社（大阪府大阪市）

　(7) 使用人の状況（平成29年３月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,436名 ＋23名 34.5歳 11.3年

(注) 使用人数は就業員数であり、他社への出向者、嘱託、契約社員、パートおよびアルバイトを含
んでおりません。

　(8) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 110百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100百万円

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 20百万円

　(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　 該当事項はありません。
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２．株式の状況（平成29年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 20,729,000株

(2) 発行済株式の総数 8,264,850株

(3) 株主数 3,270名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

旭 情 報 サ ー ビ ス 社 員 持 株 会 1,037,603株 13.34％

大 槻 幸 子 420,520株 5.41％

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 374,000株 4.81％

小 野 一 夫 174,000株 2.24％

大 槻 武 史 159,300株 2.05％

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 157,020株 2.02％

平 野 民 藏 150,000株 1.93％

大 槻 剛 康 140,930株 1.81％

大 槻 幸 史 136,200株 1.75％

大 槻 広 子 97,900株 1.26％

(注) 当社は平成29年３月31日現在487,772株の自己株式を所有しており、持株比率は自己株式を控
除して計算しております。

３．新株予約権等の状況
　 該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
　(1) 取締役および監査役の状況（平成29年３月31日現在）

氏 名 地位および担当 重要な兼職の状況

田 中 博 　代表取締役社長

濵 田 広 徳 常務取締役（総務・広報担当）

英 保 吉　弘 　取締役（財務経理部長兼ＩＲ室長）

宮 下 勇 人 　取締役（人事部長兼人材開発室長）

水 野 伸 一 取締役（営業統括部長兼経営企画室
長兼技術企画室長）

岩 田 守 弘 　取締役

松 尾 良 輔 　常勤監査役

三 浦 州 夫 　監査役

河 村 雄 良 　監査役

清 水 万里夫 　監査役

(注) １．取締役岩田守弘氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．常勤監査役松尾良輔氏、監査役三浦州夫氏ならびに監査役清水万里夫氏は、会社法第２条

第16号に定める社外監査役であります。
３．監査役の財務および会計に関する相当程度の知見に関する事項は、以下のとおりでありま

す。

地 位 氏 名 内 容

常勤監査役 松 尾 良 輔 金融機関での長年の業務経験を有しております。

監 査 役 清 水 万里夫 公認会計士の資格を有しております。

４．監査役三浦州夫氏は住友精化株式会社の社外監査役を兼務しておりますが、同社と当社と
の間には、特別の利害関係はありません。

５．平成28年11月30日をもって、常務取締役高橋範年氏は、辞任により退任いたしました。
６．当事業年度中における取締役の地位および担当等の異動は、以下のとおりであります。

氏 名 異 動 前 異 動 後 異動年月日

濵 田 広 徳
　取 締 役
（人事部長兼人材開発室長）

　常務取締役
（総務・広報担当）

平成29年１月１日

宮 下 勇 人
　取 締 役
（総務部長兼広報室長）

　取 締 役
（人事部長兼人材開発室長）

平成29年１月１日

７．当社は、取締役岩田守弘氏、常勤監査役松尾良輔氏、監査役三浦州夫氏ならびに監査役清
水万里夫氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出ておりま
す。
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(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社と各取締役（業務執行取締役であるものを除く。）および各監査役は、会

社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額と

しております。

(3) 取締役および監査役の報酬等

　 当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

７名
（ １名)

97百万円
（ ６百万円)

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

６名
（ ５名)

28百万円
（ 19百万円)

合 計
（う ち 社 外 役 員）

13名
（ ６名)

125百万円
（ 26百万円)

(注) １．上記支給人員および支給額には、平成28年６月23日開催の第54回定時株主総会終結の時を
もって退任した監査役２名（社外監査役であります）および平成28年11月30日付で辞任に
より退任した取締役１名を含んでおります。

２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬額は、平成18年６月23日開催の第44回定時株主総会において年額２億４千万

円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
４．監査役の報酬額は、平成18年６月23日開催の第44回定時株主総会において年額４千万円以

内と決議いただいております。
５．上記の報酬等の総額には、以下のものが含まれております。

・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額15百万円
　（取締役７名に対し13百万円、監査役６名に対し１百万円）

６．上記のほか、平成28年６月23日開催の定時株主総会の決議に基づき、役員退職慰労金を退
任監査役２名（社外監査役であります）に対し７百万円支給しております。
なお、この金額には、当事業年度および過年度の事業報告において開示した役員退職慰労
引当金の繰入額が含まれております。
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　(4) 社外役員に関する事項

　 ① 重要な兼職の状況

該当事項はありません。

　

　 ② 当事業年度における主な活動状況

　 ・取締役会および監査役会への出席状況

取 締 役 会 監 査 役 会

出席回数／開催数 出席回数／開催数

取 締 役 岩 田 守 弘 11／11 回 － 回

常勤監査役 松 尾 良 輔 ９／９ 回 ９／９ 回

監 査 役 三 浦 州 夫 ９／11 回 ９／11 回

監 査 役 清 水 万里夫 ９／９ 回 ９／９ 回
　

(注) 監査役松尾良輔氏ならびに監査役清水万里夫氏は、平成28年６月23日開催の第54回定時株主総
会において選任されたため、取締役会および監査役会の開催数が他の社外役員と異なります。

　 ・取締役会および監査役会における発言状況

　取締役岩田守弘氏は、取締役会において適宜意見を述べ、他社での豊富な

企業経営経験と高い見識から、意思決定の妥当性、適正性を確保するための

助言および提言を行っております。

　常勤監査役松尾良輔氏、監査役三浦州夫氏ならびに監査役清水万里夫氏は、

取締役会において適宜意見を述べ、意思決定の妥当性、適正性を確保するた

めの助言および提言を行っております。また、監査役会においては、監査結

果および監査に関する重要事項の協議等について適宜発言や意見表明を行っ

ております。
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５．会計監査人の状況
　(1) 名称 新日本有限責任監査法人

　

　(2) 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20百万円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 20百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分ができませんので、上記金額
にはこれらの合計額を記載しております。

　

　(3) 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

　当社監査役会は、監査項目別監査時間および監査報酬の推移ならびに過年度の

監査計画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査時間および報酬額の見積りの

妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意

を行っております。

　

　(4) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

　

　(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事由に該当すると認められる場

合は、監査役会は監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が公認会計士法に違反する等 会計監査人として

適当でないと判断される場合、または監査の適正性をより高めるために会計監査

人の変更が妥当であると判断される場合には、会計監査人の解任または不再任に

関する議案の内容を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会

に提出いたします。

　(6) 会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分

金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分等の内容の概要

　 ①処分対象

　 新日本有限責任監査法人

　 ②処分内容

　 イ 契約の新規の締結に関する業務の停止 ３ヶ月

　 （平成28年１月１日から同年３月31日まで）

　 ロ 業務改善命令（業務管理体制の改善）
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６．業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下の

とおりであります。

<内部統制システムに関する基本的な考え方>

　当社は、業務執行等に関わる内部統制システムの整備・充実によって、業務の

実効性および適正を確保することが重要であると認識し、以下の施策に取り組ん

でおります。なお、内部統制システムの整備・運用状況については毎年見直しを

行い、経営環境の変化や法令の新設・改廃等に的確に対応し、その実効性を確保

いたします。

<内部統制システムの整備状況>

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制

① 「企業倫理憲章」「企業行動規範」を制定するとともに、コンプライアンスに

関わる諸施策の企画、実行、管理等を行う「コンプライアンス委員会」を設

置し、企業倫理の浸透と法令遵守の徹底を図る。

② 取締役は会社における法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実

があること、ならびに会社に著しい損害を及ぼすおそれのあることを発見し

た場合、直ちに監査役に報告し、さらに遅滞なく取締役会に報告する。

③ 取締役の業務執行における不祥事の未然防止ならびに法令遵守状況を確認す

るため、取締役は「取締役業務執行確認書」に自署・押印し、取締役会に提

出する。

④ 日常業務の法令等への抵触を防止するため、業務に関わる法令規定事項につ

き、定例的にその遵守状況を確認する。不備があった場合には直ちに是正す

るとともに、監査役に報告する。

⑤ 定期的な内部監査により、法令および定款への適合性の確認、および不備が

あった場合の是正指示、是正処置後の改善確認を行う。

⑥ コンプライアンス上疑義のある行為の早期発見と早期是正を図る仕組みとし

て、内部監査室と社外の弁護士事務所に内部通報窓口を設置する。
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　(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

① 関連規則（文書管理規程、文書管理基準等）に基づき、株主総会・取締役

会・その他重要な会議の議事録、伺書、その他取締役の職務執行に係る情報

を適切に保存・管理し、取締役、監査役、会計監査人などが、必要に応じて

閲覧できる状態を維持する。

② 情報管理については「情報セキュリティ基本規程」を定め、情報セキュリテ

ィに関する体制・役割・責任を明確化させるとともに、「情報セキュリティ委

員会」により情報セキュリティの強化、啓蒙等の諸施策を全社横断的に推進

する。

イ．経営機密、営業機密等の企業機密情報は「機密管理規程」に基づき厳正に

管理し、当該情報の漏洩、改竄、不正利用を防止する。

ロ．個人情報については、全社的な個人情報保護マネジメントシステムの構

築・運用により、個人情報保護の継続的改善を図るとともに、個人情報保

護法等の関連法令に則り適正に取扱う。

　(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 全社的なリスク管理はリスク管理担当の取締役が統括し、「リスク管理規程」

で定めた個々のリスクに対する管理責任者のもと管理体制を構築する。

② 経営に重大な影響を及ぼすリスクが顕在化または発生した場合には、社長を

本部長とする対策本部を設置して迅速な対応を図るとともに、顧問弁護士等

と連携を密にしながら、リスク拡大を防止し、これを最小限に止める。

　(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役、社員が共有する全社的な経営目標および中期経営目標・施策を定め

るとともに、これらに基づく毎期の予算を設定し、業務を遂行する。

② 原則月１回開催する取締役会および月数回開催する経営会議において、

　・重要な経営課題について審議、決定を行い、取締役全員の共通認識とする。

　・業績および管理データをレビューし、予実差の要因分析、改善を行い、必

要に応じて目標達成に向けた施策を打ち出す。

③ 取締役の職務執行については、「役員規程」「職務権限規程」「業務分掌規程」

等において、責任および分掌を定めるとともに、それらに関わる規程、規則

等において詳細を定め、その効率性を確保することに努める。
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(5) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合には、

取締役会は監査役と協議のうえ配置する。また、この場合、当該使用人への指

揮権は監査役に移譲され、任命、異動等の人事権に係る事項の決定には、監査

役の事前同意を得る。

(6) 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に

関する体制および監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役は、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、重

要な会議へ出席するとともに、代表取締役が決裁する重要書類を閲覧し、必

要に応じてそれらの説明を求める。

② 内部監査室は内部監査実施後、監査役にその監査結果および是正処置後の改

善結果を報告する。

③ 取締役および使用人は、会社の業務または業績に影響を与える重要な事実を

はじめ、法令または監査役会規程に定める事項のほか、監査役から要請のあ

る事項について必要な報告を行う。なお、当該報告を行ったことを理由とし

て、報告者が不利益を受けることのないようにする。

④ 監査役は、監査役業務を適切かつ実効的に遂行するため、経営者、会計監査

人、内部監査室との意思疎通を図る定例的な会合をもち、意見および情報の

交換を行う。

⑤ 監査の実施にあたり監査役が必要と認めた場合、弁護士・公認会計士などの

外部専門家を含めた適切な体制をとる。

⑥ 監査役の職務の執行について生じる費用または債務の処理については、監査

役の請求に基づき会社が負担する。

　(7) 財務報告の信頼性・適正性を確保するための体制

　金融商品取引法等の関係法令・会計基準等の定めに従って「財務経理規則」

を整備するなど、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提

出に向けた内部統制システムの構築を行い、不正や誤謬の発生するリスクの管

理、予防および牽制などその仕組みが適正に機能することを継続的に検証し、

不備があれば必要な是正を行うことで正確な財務諸表を作成し、財務報告の信

頼性・適正性を確保することに努める。
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　(8) 反社会的勢力排除に向けた体制

① 反社会的勢力との関係を遮断するとともに、社会から排除して社会正義を実

現することは、企業防衛の観点からも、また企業の社会的責任の観点からも

必要不可欠と認識し、次の事項を基本方針として掲げる。

　・反社会的勢力とは一切の係わりを持たない。

　・反社会的勢力からの不当な要求に対しては、毅然と対応し、これを拒絶す

る。

　・反社会的勢力の活動を助長する行為には、一切これに関与しない。

② 反社会的勢力に対する対応部署を総務部とし、情報の一元管理、警察などの

外部機関や関連団体との信頼関係の構築および連携に努め、反社会的勢力排

除に向けた社内体制の整備・運用を図る。

③ 「企業倫理憲章」「企業行動規範」に反社会的勢力排除に向けた方針・行動を

掲げ、これらを社内に周知、徹底する。

④ 取引基本契約書に次の反社会的勢力排除条項を規定する。

　・反社会的勢力でないこと。

　・反社会的勢力の活動を助長しないこと。

　・反社会的勢力またはその関係者と判明した場合は契約を即時解除できるこ

と。
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７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下

のとおりであります。

(1) コンプライアンス体制に関する運用状況

① 年３回、「コンプライアンス委員会」を開催し、コンプライアンス施策の検討

やコンプライアンス状況の確認を行っております。また、年１回、「情報セキ

ュリティ委員会」を開催し、全社的な情報セキュリティ施策の検討や個人情

報保護マネジメントシステムの運用状況の確認・見直しを行っております。

② 日常業務におけるコンプライアンス状況について、年２回、コンプライアン

スチェックリストを用いて点検し、その結果をコンプライアンス委員会に報

告しております。

③ 年２回、「ノーミス・情報セキュリティ強化月間」を設け、業務過誤の防止と

情報セキュリティの強化に向けた施策を企画・実施しております。また、年

１回、全従業者を対象とした「情報セキュリティと個人情報の保護」の勉強

会を開催し、情報セキュリティ意識の啓蒙を図っております。

④ 内部通報制度として、社内と社外に窓口を設置し運用しております。

(2) リスク管理体制に関する運用状況

① リスク管理規程に基づき、当社の保有するリスクをリスク管理台帳において

特定・一覧化し、経営に重大な影響を及ぼすリスクについては、未然防止策

および発生時の基本的対応手順を定めております。

② 災害に関する取組みとして、特に大規模震災発生時の連絡手段の確保を目的

とし安否確認システムを導入しており、年２回、その運用訓練を実施してお

ります。

(3) 内部監査に関する運用状況

① 内部監査室は、期初に策定した内部監査実施計画に基づき、日常業務におけ

る業務監査を実施しております。各支社は年３回、本社各部署は年１回の業

務監査を実施し、その結果を取締役会に報告しております。

② 内部監査室は、財務報告に係る内部統制の整備・運用状況について、内部統

制モニタリング実施要綱に基づき、有効性および適正性を検証しております。

その結果を都度取締役・監査役へ報告しております。

― 16 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月23日 17時29分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



(4) 取締役の職務執行に関する運用状況

① 職務執行に係る重要案件については、取締役会への付議に先立ち「経営会議」

において協議することで、当該案件に対する十分な審議時間を確保しており

ます。

② 原則毎月１回開催する「支社長会議」において、業績の予実分析ならびに次

月以降の見通しおよび重要管理項目等を報告しております。取締役は当該会

議に出席し、必要に応じて適時に対策検討の議論を行っております。

(5) 監査役の職務遂行に関する運用状況

① 監査役は、定例監査役会を原則毎月１回開催するほか、必要に応じ随時、臨

時監査役会を開催しております。また、取締役会をはじめ、コンプライアン

ス委員会、情報セキュリティ委員会、経営会議、支社長会議等の重要な会議

に出席しております。

② 監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を実施するととも

に、代表取締役社長、常務取締役、取締役および会計監査人との定期的な面

談、意見交換の場を設けております。
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貸 借 対 照 表

(平成29年３月31日現在)
（単位：千円）

（資 産 の 部） (負 債 の 部)

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 7,022,015 流 動 負 債 1,799,005

現 金 及 び 預 金 4,586,639 短 期 借 入 金 230,000

売 掛 金 1,798,907 未 払 金 106,289

有 価 証 券 199,720 未 払 費 用 423,322

仕 掛 品 2,684 未 払 法 人 税 等 159,330

前 払 費 用 170,053 賞 与 引 当 金 700,000

繰 延 税 金 資 産 258,805 そ の 他 180,063

そ の 他 5,205 固 定 負 債 122,123

固 定 資 産 1,984,358 リ ー ス 債 務 1,889

有 形 固 定 資 産 44,170 繰 延 税 金 負 債 38,843

建 物 21,642 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 81,390

器 具 備 品 19,594 負 債 合 計 1,921,129

有 形 リ ー ス 資 産 2,933 (純 資 産 の 部)

無 形 固 定 資 産 9,845 株 主 資 本 7,065,566

ソ フ ト ウ エ ア 5,175 資 本 金 733,360

そ の 他 4,670 資 本 剰 余 金 624,519

投資その他の資産 1,930,341 資 本 準 備 金 623,845

投 資 有 価 証 券 741,038 そ の 他 資 本 剰 余 金 674

敷 金 保 証 金 199,585 利 益 剰 余 金 6,074,443

保 険 積 立 金 677,532 利 益 準 備 金 144,000

前 払 年 金 費 用 255,837 そ の 他 利 益 剰 余 金 5,930,443

そ の 他 56,348 別 途 積 立 金 4,090,000

繰 越 利 益 剰 余 金 1,840,443

自 己 株 式 △366,755

評価・換算差額等 19,677

その他有価証券評価差額金 49,377

土 地 再 評 価 差 額 金 △29,700

純 資 産 合 計 7,085,244

資 産 合 計 9,006,373 負 債 純 資 産 合 計 9,006,373
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損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,225,693

売 上 原 価 7,958,297

売 上 総 利 益 2,267,395

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,436,064

営 業 利 益 831,331

営 業 外 収 益

受 取 利 息 882

有 価 証 券 利 息 3,572

受 取 配 当 金 4,433

賃 貸 不 動 産 収 入 3,908

助 成 金 収 入 1,748

雑 収 入 1,594 16,138

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,607

賃 貸 不 動 産 費 用 4,138 6,745

経 常 利 益 840,723

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0

保 険 解 約 返 戻 金 5,949

固 定 資 産 売 却 益 9,409 15,359

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 818

減 損 損 失 11,567 12,385

税 引 前 当 期 純 利 益 843,697

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 250,220

法 人 税 等 調 整 額 △10,066 240,154

当 期 純 利 益 603,543
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株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 733,360 623,845 674 624,519 144,000 4,090,000 1,517,888 5,751,888 △363,915 6,745,852

会計方針の変更による累積的影響額 2,464 2,464 2,464

会計方針の変更を反映した当期首残高 733,360 623,845 674 624,519 144,000 4,090,000 1,520,353 5,754,353 △363,915 6,748,317

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △233,387 △233,387 △233,387

当 期 純 利 益 603,543 603,543 603,543

自 己 株 式 の 取 得 △2,839 △2,839

土地再評価差額金の取崩 △50,067 △50,067 △50,067

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
（純額）

当期変動額合計 － － － － － － 320,089 320,089 △2,839 317,249

当 期 末 残 高 733,360 623,845 674 624,519 144,000 4,090,000 1,840,443 6,074,443 △366,755 7,065,566

評 価・換 算 差 額 等
純資産
合 計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

評価・換算差額等
合 計

当 期 首 残 高 24,831 △79,767 △54,935 6,690,917

会計方針の変更による累積的影響額 2,464

会計方針の変更を反映した当期首残高 24,831 △79,767 △54,935 6,693,382

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △233,387

当 期 純 利 益 603,543

自己株式の取得 △2,839

土地再評価差額金の取崩 △50,067

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
（純額）

24,545 50,067 74,612 74,612

当期変動額合計 24,545 50,067 74,612 391,861

当 期 末 残 高 49,377 △29,700 19,677 7,085,244
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月12日

旭情報サービス株式会社
　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 　玉井 哲史 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 　植村 文雄 ㊞

　
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、旭情報サービス株式会社の平成28
年４月１日から平成29年３月31日までの第55期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
　

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第55期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下

のとおり報告致します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針及び監査計画等に従い、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査方針及び監査計画等に従い、取締

役、内部監査部門及びその他の使用人等と意思疎通を図り、情報収集及び監査環境の整備に努めると

ともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、重要な決裁書類等を閲覧し、本社

及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査致しました。また、事業報告に記載されている

取締役の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体制 その他株式会社の業務

の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の

整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)の状

況を監視及び検証致しました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書について検討致しました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているかを、監視及び検証

致しました。また、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、「職務の遂行が適正に

行われることを確保するための体制」(会社計算規則 第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する

品質管理基準」(平成17年10月28日 企業会計審議会) 等に従って整備している旨の通知を受け、必

要に応じ説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類 (貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について検討致しました。

― 22 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月23日 17時29分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

一．事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

二．取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

三．内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘

すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成29年５月17日

旭情報サービス株式会社 監査役会
常勤監査役 松 尾 良 輔 ㊞

監 査 役 三 浦 州 夫 ㊞

監 査 役 河 村 雄 良 ㊞

監 査 役 清 水 万里夫 ㊞

(注) 常勤監査役 松尾良輔、監査役 三浦州夫、及び監査役 清水万里夫 は、会社法第２条第16号及

び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆さまに対する利益還元を経営上の重要課題の一つとしており、

経営基盤の強化と長期的な収益の向上を維持するとともに、配当につきましては

安定的かつ継続的に行うことを基本方針としております。

当期の期末配当につきましては、当期の業績等を勘案いたしまして、以下のと

おりといたしたいと存じます。

　 ① 配当財産の種類

　 金銭

　 ② 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　 当社普通株式１株につき 金 16円00銭

　 配当総額 124,433,248円

　 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成29年６月23日

　

第２号議案 取締役７名選任の件

　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。また、平成

28年11月30日をもって、取締役高橋範年氏は辞任により退任しておりますので、取締

役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

ふりがな
氏 名
(生年月日)

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社株式の数

１

田　中
た なか

　 博
ひろし

(昭和24年８月２日)

昭和47年４月 郵政省入省

58,000株

平成12年６月 郵政省 関東郵政局長

平成14年８月 ㈶郵便貯金振興会（現(一財)ゆうちょ

財団）理事

平成17年６月 当社取締役経営企画室長

平成18年６月 当社代表取締役社長（現任）

【取締役候補者とした理由】

　候補者は、長年にわたり当社の代表取締役を務め、経営全般に関して豊富な経験と実績

を有しております。候補者のこれまでの経験および見識は、当社の経営に活かせるものと

判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

ふりがな
氏 名
(生年月日)

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社株式の数

２

濵　田　広　徳
はま だ ひろ のり

(昭和36年３月27日)

昭和60年４月 当社入社

5,000株

平成10年５月 当社事業本部西日本業務サービス部長

平成11年１月 当社人事部長

平成11年６月 当社取締役

平成14年４月 当社大阪支社長

平成16年７月 当社総務部長兼広報室長

平成19年６月 当社経営企画部長

平成22年６月 当社人事部長兼人材開発室長

平成29年１月 当社常務取締役（現任）

当社総務・広報担当（現任）

【取締役候補者とした理由】

　候補者は、当社事業における幅広い領域で責任者を歴任し、豊富な経験と実績を有して

おります。候補者のこれまでの経験および見識は、当社の経営に活かせるものと判断し、

引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

３

英　保　
あ ぼ

吉
よし

　弘
ひろ

(昭和30年６月15日)

昭和53年11月 兵庫三菱自動車販売㈱入社

10,100株

平成２年11月 日本旅客船㈱入社

平成４年６月 当社入社

平成18年６月 当社財務経理部長兼ＩＲ室長（現任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

【取締役候補者とした理由】

　候補者は、長年にわたり財務・経理部門の責任者として、豊富な経験と実績を有してお

ります。候補者のこれまでの経験と見識は、当社の経営に活かせるものと判断し、引き続

き取締役としての選任をお願いするものであります。

４

宮　下　勇　人
みや した はや と

(昭和42年２月２日)

昭和60年３月 当社入社

8,100株

平成15年４月 当社横浜支社長

平成26年６月 当社取締役（現任）

当社総務部長兼広報室長

平成29年１月 当社人事部長兼人材開発室長（現任）

【取締役候補者とした理由】

　候補者は、営業部門で培ってきた豊富な経験と実績を有しており、支社や総務、人事部

門の責任者を歴任してまいりました。候補者のこれまでの経験と見識は、当社の経営に活

かせるものと判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

５

水　野　伸　一
みず の しん いち

(昭和41年２月26日)

昭和61年３月

平成15年４月

平成27年６月

当社入社

当社中部支社長

当社取締役（現任）

当社営業統括部長兼経営企画室長

兼技術企画室長（現任）

6,000株

【取締役候補者とした理由】

　候補者は、営業部門で培ってきた豊富な経験と実績を有しており、支社や経営企画部門

の責任者を歴任してまいりました。候補者のこれまでの経験と見識は、当社の経営に活か

せるものと判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

ふりがな
氏 名
(生年月日)

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社株式の数

６

岩　田　守　弘
いわ た もり ひろ

(昭和18年６月４日)

昭和41年４月 日本国有鉄道入社

2,000株

平成３年６月 日本テレコム㈱（現ソフトバンク㈱）

取締役総務部長

平成12年６月 同社 専務取締役社長室長

平成17年７月 ㈱ジェイアール東日本ビルディング

代表取締役社長

平成26年６月

平成27年６月

同社相談役

当社社外取締役（現任）

【取締役候補者とした理由】

　候補者は、長年にわたり他社の経営に携わり、経営者としての豊富な経験と見識を有し

ております。候補者のこれまでの経験と見識をもとに、公正かつ客観的な助言をいただく

ことで、コーポレート・ガバナンスのさらなる強化が図られるものと判断し、引き続き社

外取締役としての選任をお願いするものであります。

７

新 任

髙　橋　章　近
たか はし あき ちか

(昭和35年10月18日)

昭和58年４月 日新製糖株式会社入社

2,000株

平成19年１月 当社入社

平成20年７月 当社人事部次長

平成26年６月 当社大阪支社長

平成29年１月 当社総務部長兼広報室長（現任）

【取締役候補者とした理由】

　候補者は、人事部門で培ってきた豊富な経験と実績を有しており、支社や総務部門の責

任者を歴任してまいりました。候補者のこれまでの経験と見識は、当社の経営に活かせる

ものと判断し、取締役としての選任をお願いするものであります。

(注) １．各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．岩田守弘氏は、社外取締役の候補者であります。
３．社外取締役としての独立性および責任限定契約について
(1) 社外取締役候補者の独立性

① 当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
② 同氏は過去５年間に当社または当社の特定関係事業者の業務執行者もしくは役員とな

ったことはありません。
③ 同氏は当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定は

なく、また、過去２年間に受けていたこともありません。
④ 同氏は当社または当社の特定関係事業者の業務執行者または役員の配偶者、三親等以

内の親族その他これに準ずるものではありません。
⑤ 同氏は当社の現任の社外取締役でありますが、在任年数は、本総会終結の時をもって、

２年となります。
(2) 社外取締役との責任限定契約について

当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠
償責任を限定する契約を締結しております。同氏の再選が承認された場合には、同氏と
の当該契約を継続する予定であります。
　なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める額としております。
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第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　任期途中で辞任された高橋範年氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社の定め

る一定の基準による相当額の範囲内で、退職慰労金を贈呈したいと存じます。なお、

その具体的な金額、贈呈の時期および方法等は、取締役会にご一任願いたいと存じま

す。

　退任取締役の略歴は次のとおりであります。
　

ふりがな
氏 名 略 歴

高　橋　範　年
たか はし のり とし

平成17年６月

平成27年６月

平成28年11月

当社取締役

当社常務取締役

辞任により取締役退任

以 上
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外堀通り

大丸

日本橋口

ＪＲ東京駅 八重洲口

北口

丸の内
北口

丸の内
中央口

南口中央口

グラントウキョウ
ノースタワー

日本橋口
駅前広場

大手町駅
Ｂ７出口

朝日
生命

←神田駅

丸の内線

丸の内オアゾ

丸の内トラスト
タワーＮ館

サピアタワー
ステーションコンファレンス東京６階

永
代
通
り

北
自
由
通
路

半
蔵
門
線

大
手
町
駅

東
西
線 

大
手
町
駅

株主総会会場ご案内図

会場：東京都千代田区丸の内一丁目７番12号

サピアタワー ステーションコンファレンス東京 ６階 602

TEL 03-6888-8080（代表）

　

ＪＲ東京駅 八重洲北口改札口より徒歩３分

新幹線専用改札口（日本橋口）より徒歩１分

地下鉄 大手町駅Ｂ７出口よりすぐ
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